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概 要  
本論文は、「企業を越えたネットワーキングを加速させることが、エコシステムの生成や成長に重要
不可欠である」ということを大きなテーマとして掲げ、「東京では企業を越えたネットワーキングを実
行している人材はいるのか、いるとすればどのような業界や企業に所属するどのような特徴を持った人
なのか、また彼らは企業を越えたネットワーキングに対してどのような便益があると知覚しているのか」
をリサーチクエスチョンとして明らかにしていくことを目的とした。  
仮説構築においては、アナリー・サクセニアン(1995)の、シリコンバレーの半導体産業における分散
したネットワーク型システムとボストンのルート 128 のミニコンピューター産業における独立企業型産
業システムを比較した研究をベースとしている。シリコンバレーでは、横のネットワークが強さの秘訣
であり、地域を構成している個々の要素が様々な形で結びついていると述べているのに対し、ルート 128
は自社と地域の他の企業や組織との間に明確な境界線を引き、地域内の技術力やノウハウを大企業の中
に閉じ込めたことにより、横のコミュニケーションが無かった。この研究を踏まえて、仮説は「東京に
おいて、産業構造が分散型である程、企業を越えたネットワーキングが強まり、産業構造が独立企業型
である程、企業を越えたネットワーキングが弱まる」と設定した。異なる業界・職種に従事する 10 名に
産業構造とネットワーキングに関するインタビュー調査を実施し仮説を検証した結果、東京においては、
企業を越えたネットワーキングの強さが産業構造と相関しているということは示されなかった。 
一方で、リサーチクエスチョンとした「東京では企業を越えたネットワーキングを実行している人材
はいるのか、いるとすればどのような業界や企業に所属するどのような特徴を持った人なのか、また彼
らは企業を越えたネットワーキングに対してどのような便益があると知覚しているのか」に対しては、
一定の見解を得られた。東京においても、企業を越えたネットワーキングを実行している人材は見られ、
業界としてはウェブやクラウド関連で、特に所属企業のみで活きる技術ではなく、企業を超えて活用可
能で汎用性が高く、日々の進化が激しい技術分野に携わるエンジニアにおいて、ネットワーキングの行
動が強く見られた。一方、所属企業以外で使用出来る可能性が少なく機密性が高い技術分野に携わるエ
ンジニアや、人事やマーケティング、営業など比較的企業を越えた汎用性が高い能力でありながらも一
方で所属企業への最適化が求められる業務に携わる対象者については、企業を越えたネットワーキング
行動が見られなかった。この結果を踏まえ、「企業特殊性が低く且つ市場や技術変化が著しい業務へ従
事している程、企業を越えたネットワーキング活動が活発になる」という仮説を再構築した。この相関
関係は「個人のパーソナリティ」として向上心やキャリア志向が強い程、一層高まると想定される。  
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1.  はじめに 
 
本研究のきっかけは、広域に多角化した創業約 140 年の老舗日系製造業において独
立企業型の半導体事業で勤めてきた筆者が、大企業における社内に留まった階層上の
閉鎖的なネットワークに問題意識を持ったことに端を発する。日本の大企業において
は 1 社で幅広い事業を保有し、その 1 つ 1 つの事業は基本的に研究開発から商品企画、
製造、販売まで全てを会社の内部で抱えているケースが多い。その為、社内の従業員
間の連携だけで、モノやサービスを作ってから売るまでの流れは事足りてしまう。結
果として、敢えて社外の人と繋がらなくとも仕事が出来てしまっていたのがこれまで
の状況であろう。選択と集中や水平分業の重要性が叫ばれてきた中で、自社内で全て
の体制を抱えるという在り方は徐々に変化しているとは言え、筆者の勤める会社以外
にも、日本には同様に社外の関係者と連携をしながらビジネスを発展させていくこと
が不得意な企業は多く存在する。しかし、昨今のようにテクノロジーが加速的に進化
し、市場や顧客のニーズが激変する時代の中で、閉じられたネットワークのみで日本
企業は戦い抜いていけるのだろうか。また日本市場は一層の高齢化と人口減少に伴っ
て縮小傾向であり、海外に岐路を求めるべきだと言われて久しいが、これまでの通り
個々の日本企業が単独で自社の成長のみを重要視することで日本や日本の各都市・地
域は、生き残っていけるのだろうか。  
 
世界に目を向けてみると、シリコンバレーや深圳など地域全体として活発なクラス
ターが存在し、新たなスタートアップ企業を続々と生み出し成長させている。これら
の地域クラスターでは、スタートアップを中心として、大企業やベンチャーキャピタ
ル、大学、法律や会計やマーケティング等の専門業者など、多くの異なるプレイヤー
が横の連携を持ち、企業を越えた人的なネットワークが張り巡らされることによって、
エコシステムとして機能し、地域の競争力を強めていると言う。今こそ、日本は海外
からエコシステムの生成や地域内のネットワーキングの重要性を学び、日本のコンテ
キストに合ったエコシステム作りを目指していくべきではなかろうか。  
 
本論文では、「企業を越えたネットワーキングを加速させることが、エコシステム
の生成や成長に重要不可欠である」ということを大きなテーマとして掲げながら、「東
京では企業を越えたネットワーキングを実行している人材はいるのか、いるとすれば
どのような業界や企業に所属するどのような特徴を持った人なのか、また彼らは企業
を越えたネットワーキングに対してどのような便益があると知覚しているのか」をリ
サーチクエスチョンとして明らかにしていくことを目的とした。  
 
仮説構築においては、第 4 章で紹介した学術的先行研究の中でも、アナリー・サク
セニアンの研究をベースとした。サクセニアン(1995)は、シリコンバレーの半導体産業
における分散したネットワーク型システムとボストンのルート 128 のミニコンピュー
ター産業における独立企業型産業システムを比較し、2 つの地域のネットワークの違い
に関して指摘している。シリコンバレーにおいては、技術スキルや能力が幅広く拡散
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され、専業企業は複雑なサプライヤーと外注の関係を通して外的な経済を達成し、企
業単独ではなく、地域全体が生産の場となり、結果として伝統的な垂直統合の統一さ
れた企業よりも柔軟で分散されたシステムとなっている。また、シリコンバレーにお
いては、スキルやノウハウが高いだけでなく、相互に知識や情報を共有する環境や文
化があり、顧客やサプライヤー、また地域内外で経験、スキル、技術のコラボレーシ
ョンの関係が築かれている。更に個々人が企業から企業へと頻繁に転職することによ
って、人材流動性が高まる為、その個々人のネットワークが企業やセクターを超えて
広がり、維持されることによって、地域の連帯感が高まっている。 
一方で、ルート 128 は垂直統合を進めたことによって、自社と地域の他の企業や組
織との間に明確な境界線を引き、地域内の技術力やノウハウを大企業の中に閉じ込め
たことにより、企業を越えた横のコミュニケーションが無かった為、外部から新しい
試みや学習の機会を得ることが出来なかったと述べている。 
 
この研究内容と、上記リサーチクエスチョンを踏まえて、仮説は「東京において、
産業構造が分散型である程、企業を越えたネットワーキングが強まり、産業構造が独
立企業型である程、企業を越えたネットワーキングが弱まる」と設定した。仮説を検
証する上では、東京で様々な業界や職種で働く人のうち、インタビュー実施の実現可
能性がある対象者 10 名に対して 1 名辺り 1 時間から 1 時間半の時間をかけてインタビ
ュー調査を行った。質問事項は、産業構造関する項目、ネットワーキングや人材流動
性に関する計 13 問である。  
 
インタビュー調査の結果、今回設定した仮説は検証できない結果となった。つまり、
アナリー・サクセニアンの研究で見られたシリコンバレーにおける分散型の産業構造
とボストンのルート 128 における独立企業型の産業構造に起因する企業を越えたネッ
トワーキングの違いは、東京ではあてはまらず、企業を越えたネットワーキングの強
さが産業構造と相関関係にあるという事実は示されなかった。分散型の産業に所属し
ていても、企業を越えたネットワーキングを持たない対象者もいれば、独立企業型の
産業に所属していても企業を越えたネットワーキングを持っている対象者も存在した。
例えば、素材メーカーに所属している対象者は、産業構造自体は分散型であり、多く
のサプライヤーとバリューチェーンを成してビジネスを行っているが、あくまで顧客
とサプライヤーでの関係でしかなく、その枠を越えたネットワークはなく、知識や情
報の共有はなされていなかった。一方で独立企業型のウェブサービスを行う企業に所
属する対象者は、企業を越えたネットワーキングを活発に行っており、積極的にテク
ノロジーの情報交換を行っていることが分かった。つまり、東京においては産業構造
には起因せずとも、企業を越えたネットワーキングは存在することが明らかとなり、
リサーチクエスチョンとした「東京では企業を越えたネットワーキングを実行してい
る人材はいるのか、いるとすればどのような業界や企業に所属するどのような特徴を
持った人なのか、また彼らは企業を越えたネットワーキングに対してどのような便益
があると知覚しているのか」に対しては、一定の見解を得られた。東京において、企
業を越えたネットワーキングを実行している人材は、業界としてはウェブやクラウド
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関連に携わっており、特に所属企業のみで活きる技術ではなく、企業を超えて活用可
能で汎用性が高い技術分野に関わるエンジニアにネットワーキング行動が強く見られ
た。一方、所属企業以外で使用出来る可能性が少なく機密性が高い技術分野に携わる
エンジニアや、人事やマーケティング、営業など比較的企業を越えた汎用性が高い能
力でありながらも一方で所属企業への最適化が求められる業務に携わる対象者につい
ては、企業を越えたネットワーキング行動が見られなかった。  
 
ネットワーキング行動が見られたウェブやクラウド関連のエンジニアについては、
金井(1994)が示した弱連結でメンバーの異質性が高く、非連続的なネットワーク組織で
ある「フォーラム型」と強連結でメンバーの同質性が高く、連続的なネットワーク組
織である「ダイアローグ型」が入り混じった形態のネットワーク組織に属しているこ
とが分かった。彼らは SNS やコミュニティサイトで募集される勉強会と呼ばれる社外
コミュニティに属し、テーマ毎に非連続的に集まったメンバーで一見弱連結のネット
ワーク組織を成して技術の勉強を実施している。所謂「フォーラム型」の組織である。
一方で、一度繋がったメンバーとは Twitter や Facebook などで交流を続けて相互に情
報交換を行っており、この点に関しては強連結で連続的な「ダイアローグ型」の要素
を併せ持つ。このネットワーキングに対する彼らの便益は、集まること自体に価値を
持つ「表出的」側面は弱く、集まりを通して新しい技術トレンドや知識を取得できる
という「用具的」側面が強く見られた。勉強会においては、テーマに沿って自らが持
つ技術知識を提供することもあれば、リスナー側の立場で参加し情報を取得すること
もある。発表者もリスナーも相互に活発な意見交換を行うことでそれぞれが持つ知識
が共有されていく。日々の変化や進化が著しいウェブやクラウドに関連する技術に関
しては、一社の中で保有する情報よりも、様々な会社に所属する企業者達が横のネッ
トワークを持つことで、より幅広く深い知識を得ることが出来る。また、この勉強会
を通して、転職に結びつくケースもある。積極的に勉強会に参加し情報提供を行うこ
とで、その分野の技術知識が豊富であることを示すことが出来、リファラル採用での
転職の機会を得ることに繋がっている。このように、個人のパーソナリティとしても、
エンジニアとして幅広い知識を持ち、高達成動機や向上心、キャリア志向が強い人程
特に、ネットワーキング活動を積極的に行う傾向があることが分かった。 
 
この結果を踏まえて、新たに仮説を再構築すると、「企業特殊性が低い業務へ従事
している程、企業を越えたネットワーキング活動が活発になる」ことが考えられる。
更にこの関係は「個人のパーソナリティ」として向上心やキャリア志向が強い程、一
層高まると想定される。今回インタビュー調査を行った中でこの傾向が顕著に見られ
た IT 業界におけるウェブサービスやクラウドサービスのエンジニアを中心に再度調査
を行うと、この仮説を検証できる可能性が高いと考えられる。以上が本論文の結果に
関するサマリーである。  
 
続く第 2 章では世界と比較した際の日本や日本企業のイノベーションやエコシステ
ムの競争力に関して現状分析を示し、世界に対してどこまで出遅れてしまっているの
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かを明らかにする。第 3 章ではサンディエゴのエコシステムを事例とし、サンディエ
ゴにおける企業を越えたネットワークの形成をリードしてきたキーパーソン 4 名に現
地でインタビューした結果を提示する。第 4 章では本論文を書く上でベースとしたア
ナリー・サクセニアン、マーティン・ケニー、金井壽宏のエコシステムにおけるネッ
トワーキングに関する学術的先行研究を紹介する。第 5 章では第 4 章で示した先行研
究を用いてリサーチクエスチョンや仮説の設定を行い、その内容を明らかにする為の
インタビュー調査をベースとした定性分析の調査設計やその結果について纏める。そ
の上で、研究に対する課題について述べる。そして第 6 章で本論文の結論を述べた上
で、第 7 章で日本のエコシステムや大企業におけるネットワーキング、またビジネス
スクールの在り方について提言を示す。  
 
2.  日本、日本企業、日本の雇用に関する現状分析 
 
 本章では、複数のデータを用いて、世界における日本の競争力、日本における企業
の長寿命化や大企業への技術や人材の集中、日本の雇用における低い流動性に対して
現状分析を行った。  
 
2.1 世界における日本の競争力  
 
世界における日本の競争力を国別のイノベーションランキング、スタートアップエ
コシステムの都市ランキング、続いて世界の企業別イノベーション力ランキング、国
別の一企業当たりの時価総額ランキングを順に確認していく。  
 
まずは世界経済フォーラムが毎年発表する国際競争力レポートの中にあるイノベー
ションランキングを確認すると、日本は 2015-2016 年までは 4,5 位で推移していたが、
2016-2017 年版では 8 位に後退した。ここ直近で他国と比較した際の国際競争力が弱ま
っていることが分かるデータである。  
 
表 1. 国際競争力レポート  イノベーションランキング  
ランキング 2010-2011 2011-2012 2012-2013 2013-2014 2014-2015 2015-2016 2016-2017
1 米国 スイス スイス フィンランド フィンランド スイス スイス
2 スイス スウェーデン フィンランド スイス スイス フィンランド イスラエル
3 フィンランド フィンランド イスラエル イスラエル イスラエル イスラエル フィンランド
4 日本 日本 スウェーデン ドイツ 日本 米国 米国
5 スウェーデン 米国 日本 日本 米国 日本 ドイツ
6 イスラエル イスラエル 米国 スウェーデン ドイツ ドイツ スウェーデン
7 台湾 ドイツ ドイツ 米国 スウェーデン スウェーデン オランダ
8 ドイツ シンガポール シンガポール 台湾 オランダ オランダ 日本
9 シンガポール 台湾 オランダ シンガポール シンガポール シンガポール シンガポール
10 デンマーク デンマーク 英国 オランダ 台湾 デンマーク デンマーク  
(出所)内閣府資料より筆者一部改変  
 
 7 
次に、スタートアップのエコシステムに目を向けてみると、Startup Genome が発表
している 2017 年 Global Startup Ecosystem Ranking の上位 20 都市には日本の都市は
ランクインしていないことが分かる。  
 
 
(出所)Startup Genome, 2017 Global Startup Ecosystem Report 
図 1. 2017 Global Startup Ecosystem Ranking 
 
続いて、日本経済新聞と一橋大学イノベーション研究センターが共同で纏めた世界
の主要企業の「イノベーション力」ランキングを確認した。このランキングは、QUICK・
ファクトセットの決算データを用い、時価総額の大きい国内 168 社、海外 150 社を対
象に、意思決定の素早さなど革新を生み出す「組織力」、技術開発の力を示す「価値
創出力」、イノベーションの種を育てる「潜在力」の 3 つの指標を使用して纏めたも
のである。この結果を見てみると、日本企業は上位 50 社中 4 社のみのランクインであ
り、更には上位 10 社に至っては 0 社という結果となっている。日本企業の最上位はト
ヨタ自動車であり、上位にはフェイスブック、アマゾン、アルファベット等米国の IT
企業のランクインが目立つ。またアリババやテンセントの IT 系企業やハイクビジョン
や美的集団などの電機系企業など、中国企業の上位ランクインも多い。企業単位で世
界と比較した際にも、海外系の企業から差を付けられていることが見て取れる。  
 
表 2. 企業のイノベーション力ランキング  
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ランキング 企業名 ポイント 業界名 国名
1 フェイスブック 203.3 IT 米国
2 アマゾン・ドット・コム 189.7 IT 米国
3 アルファベット(グーグル) 181.5 IT 米国
4 アップル 180.3 IT 米国
5 ネットフリックス 174.7 通信 米国
6 マイクロソフト 174.7 IT 米国
7 インテル 172.3 電機 米国
8 AT&T 167.0 通信 米国
9 アリババ集団 166.5 IT 中国
10 エヌビディア 166.4 電機 米国
11 トヨタ自動車 165.7 自動車 日本
12 クリスチャン・ディオール 165.5 アパレル フランス
13 ロイヤル・ダッチ・シェル 165.5 エネルギー 英国・オランダ
14 ジョンソン・エンド・ジョンソン 165.2 製薬 米国
15 マイクロン・テクノロジー 164.9 電機 米国
16 サムスン電子 164.5 電機 韓国
17 ブロードコム 163.2 電機 米国
18 ノバルティス 162.9 製薬 スイス
19 グラクソ・スミスクライン 162.6 製薬 英国
20 ASML 161.8 電機 オランダ
21 BMW 161.2 自動車 ドイツ
22 テンセント 161.1 IT 中国
23 シスコシステムズ 160.8 通信 米国
24 ハイクビジョン 160.7 電機 中国
25 美的集団 160.6 電機 中国
26 バイオジェン 160.4 製薬 米国
27 アプライドマテリアルズ 160.2 電機 米国
28 ロシュ 160.2 製薬 スイス
29 ロレアル 160.0 化粧・日用品 フランス
30 LVMHモエヘネシー・ルイヴィトン 159.8 アパレル フランス
31 ネスレ 159.5 食品 スイス
32 京東集団(JDドットコム) 159.4 IT 中国
33 楽天 159.2 小売 日本
34 ユニリーバ 159.0 化粧・日用品 英国
35 テキサス・インスツルメンツ 158.8 電機 米国
36 ソニー 158.6 電機 日本
37 エクソンモービル 158.3 エネルギー 米国
38 ノボノルディスク 158.2 製薬 デンマーク
39 ペイパル 158.1 IT 米国
40 サノフィ 157.9 製薬 フランス
41 資生堂 157.3 化粧・日用品 日本
42 BASF 157.3 化学 ドイツ
43 アッヴィ 156.9 製薬 米国
44 SAP 156.9 IT ドイツ
45 クラフト・ハインツ 156.8 食品 米国
46 ギリアド・サイエンシズ 156.7 製薬 米国
47 ユニリーバ 156.2 化粧・日用品 オランダ
48 アラガン 156.2 製薬 アイルランド
49 イーライ・リリー 156.0 製薬 米国
50 ファイザー 155.7 製薬 米国  
(出所)日本経済新聞より筆者一部改変  
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  次に、日本、米国、中国、ドイツの国別の企業 1 社あたりの時価総額を見てみる
と、日本の時価総額は最も小さく、米国では企業の 1 社辺り時価総額が 2000 年から 2007
年にかけて 2.6 倍になった一方で日本では 1.7 倍に留まっており、日本企業が「小粒化」
している。  
 
(出所)日本経済新聞  
図 2. 国別で見た企業 1 社あたりの時価総額  
  
これまで国別のイノベーションランキング、スタートアップエコシステムの都市ラン
キング、続いて世界の企業別イノベーション力ランキング、国別の一企業当たりの時
価総額ランキングを見てきた結果、日本の競争力は他国と比較して十分とは言えない状況
となっている。  
 
2.2 日本における企業の長寿命化、大企業への技術や人材の集中  
  
続いて他国と比較した際の日本企業の平均寿命、企業別特許取得数における大企業の比
率、また有名大学の卒業生の大企業への就職割合に関して、データを確認していく。  
 
まず、上場企業の平均寿命を見ると、米国、イギリス、ドイツと比較して、日本証券取
引所の上場企業は 17 年時点で 89 年と突出して長い。このことからグローバルで比較する
と日本企業は長寿の企業が多いことが分かる。 
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(出所)日本経済新聞  
図 3. 国別で見た企業の平均寿命  
 
 
また、企業の技術力を測る指標の一つと考えられる特許取得数の 2017 年度のランキ
ングを見ると、上位 20 社はいずれも老舗の大企業が占めていて、大企業に日本の特許
が集中していることが分かる。  
 
表 3. 2017 年特許取得件数 企業別ランキング  
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ランキング 出願人 件数
1 三菱電機 4,407
2 キヤノン 3,926
3 パナソニックIPマネジメント 2,953
4 トヨタ自動車 2,796
5 リコー 2,419
6 本田技研工業 2,405
7 富士通 2,400
8 セイコーエプソン 1,987
9 デンソー 1,831
10 東芝 1,705
11 三共 1,472
12 コニカミノルタ 1,469
13 大日本印刷 1,441
14 日本電気 1,354
15 ブラザー工業 1,340
16 日立製作所 1,334
17 オリンパス 1,328
18 京セラ 1,327
19 富士フィルム 1,310
20 マツダ 1,299  
(出所)知財ポータルサイト  IP Force より筆者一部改変  
 
 人材面においては、東洋経済が発表した 2018 年新卒の「有名企業への就職率が高い
大学ランキング」では、日本の優秀な大学出身者は大企業に就職する比率が高いこと
が分かる。  
 
表 4. 有名企業への就職率が高い大学ランキング  
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ランキング 大学名
400社
実就職率(%)
卒業者数
(人)
400社
就職者数
(人)
大学院
進学者数
(人)
1 東京工業大学 57.1 2,781 918 1,174
2 一橋大学 54.9 995 494 96
3 国際教養大学 44.0 183 77 8
4 豊田工業大学 40.5 129 34 45
5 名古屋工業大学 40.3 1,688 404 685
6 早稲田大学 37.2 12,430 3,848 2,076
7 東京理科大学 36.8 4,563 1,049 1,712
8 電気通信大学 35.9 1,291 282 506
9 大阪大学 35.8 6,285 1,570 1,904
10 名古屋大学 35.3 3,977 909 1,405
11 東京外国語大学 35.1 727 230 71
12 九州工業大学 33.8 1,601 351 564
13 上智大学 33.5 2,857 847 331
14 京都大学 32.6 6,353 1,374 2,137
15 豊橋技術科学大学 32.0 861 154 380
16 横浜国立大学 31.7 2,613 614 676
17 芝浦工業大学 31.2 2,215 532 512
18 青山学院大学 30.9 4,094 1,173 303
19 同志社大学 30.5 7,038 1,883 867
20 京都工業繊維大学 30.3 1,181 208 494
21 神戸大学 29.7 4,095 889 1,098
22 東北大学 28.9 5,085 994 1,654
23 東京農工大学 28.5 1,657 275 693
24 明治大学 28.4 7,084 1,822 674
25 国際基督教大学 28.3 512 121 85
26 学習院大学 27.5 1,859 471 149
27 東京大学 27.4 7,899 1,543 2,272
28 大阪府立大学 27.0 2,141 404 643
29 関西学院大学 26.7 5,398 1,348 357
30 九州大学 26.6 5,335 999 1,576  
(出所) 東洋経済記事より筆者一部改変  
 
2.3 日本の雇用における低い人材流動性  
 
また、日本の企業には高度成長期より新卒一括採用、年功序列、終身雇用やそれら
をベースにした年金制度があり、世界的に見ても人材流動性が低いと考えられる。日
本経済新聞によると、1 つの企業で 10 年以上勤続している従業員の割合は、フランス
よりは辛うじて低いものの、その他ドイツ、イギリス、米国、韓国と比較すると高い
結果となっており、人材流動性が低いことが分かる。  
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(出所)日本経済新聞  
図 4. 10 年以上勤続している従業員の割合  
 
 これまで見てきた通り、世界の国や都市、企業と比較すると、日本のイノベーショ
ン力に対する競争力は見劣りしている状況にある。更に人材面に関しては、日本特有
の採用形式である新卒一括採用や年功序列、終身雇用制度等に影響を受けて、一社の
勤続期間が長い傾向にあり人材流動性が低い。また大企業に技術や人材が未だに集中
していてスターアップのエコシステム生成も十分ではないことが見て取れる。日本に
おいて、人材流動性が高まり、それを通じて人のネットワークが生まれることで、大
企業に集中しがちであった技術や人材の知が分散され、スタートアップエコシステム
の活性化に繋がり、結果的に地域としての競争力の高まりに繋がるのではないだろう
か。  
 
3.  サンディエゴのエコシステムに関するインタビュー 
 
日本のエコシステムとネットワークの関係を検討するに辺り、世界有数のエコシス
テムの事例を参考にすべく、2018 年 9 月にサンディエゴを訪問しインタビューを実施
した。サンディエゴは主にライフサイエンスやワイヤレスコミュニケーションなどの
産業を中心として発展してきた地域である。現在は新たな産業としてゲノム産業が発
達してきており、エコシステムの生成と成長に成功している地域として世界から注目
を集めている。今回インタビューを実施した対象者はエコシステムの生成に関わるキ
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ーパーソン 4 名で、Global CONNECT の Nathan Owen 氏、University of California, San 
Diego(UCSD) Extension Dean の Mary Walshok 氏、元 Global CONNECT の Greg 
Horowitt 氏、CONNECT の H Puntes 氏である。サンディエゴには 1980 年代から地域
のアクセラレーターとして、CONNECT という科学技術を商業化する組織が存在し、
元々は UCSD CONNECT として UCSD のシーズの事業化を扱っていたところから、
UCSD から独立しサンディエゴ地域全体の科学技術の商業化を担うこととなった。こ
の CONNECT の知見を基に、世界のクライアントに対してカスタマイズされたワーク
ショップを提供する組織として Global CONNECT が作られた。  
 
Global CONNECT の Nathan Owens 氏は、サンディエゴのエコシステムの生成に関し
て、計画的ではなく自然発生的にクラスターが生まれたと述べている。サンディエゴにお
いては、1950 年代から何らかの産業を作ろうとして土地を整備し、30 年後に結果的にバイ
オテッククラスターが出来てきたが、1950 年代当時には誰もバイオテッククラスターが出
来るとは想像しておらず、ある種の運でクラスターが生じた。誰かがこの産業でエコシス
テムを作ろうと言ってエコシステムが生まれている訳ではなく、政府のポリシーよりもソ
ーシャルなネットワークが重要だと考えられている。一方で、Nathan Owens 氏はサンデ
ィエゴの発展には大学や研究所等の研究機関の存在は非常に重要であるとも主張している。
これらの研究機関においては、元々軍事費用によって研究が発展し、今日でも連邦政府が
ライフサイエンスを中心に資金をサポートしている。サンディエゴにおけるライフサイエ
ンス産業は潤沢な資金によって益々発展し、関連企業が生まれ、そしてその企業に研究所
や大学から人材が就職する好循環が出来ている。また、サンディエゴのエコシステムにお
いては、様々な異なるプレイヤーが存在するが、横のネットワークがとても強く、アカデ
ミアとビジネスサイドと投資家間での知識の共有が非常に盛んである。またオープンに他
者とコラボレーションしようとする精神や進んで時間や情報を共有する文化があり、更に
は起業に対して大変前向きで、起業家を進んでサポートする人が多い。  
 
続いて、サンディエゴのエコシステム構築における最重要人物で、長きに渡りサンディ
エゴにおける大学と産業の連携を推進し、更には Global CONNECT や CONNECT のファ
ウンダーでもある UCSD Extension Dean の Mary Walshock 氏は、エコシステムを発展さ
せていく上では、まず自分自身のエコシステムの現状を正しく理解する必要があると述
べている。単純にサンディエゴやシリコンバレーが有名だから参考にしようと飛びつ
くのではなく、自身のエコシステムの強みや弱み、また既に持っている資源を整理し
た上で、マッチする海外のエコシステムを選定する、という発想が重要だと主張して
いる。また、海外のエコシステムと連携したい場合は、数日で自身のエコシステムの
良さだけ説明して終わるだけでは不十分であり、相手のインセンティブを考えて提供
することは必須であり、長い期間をかけて継続的に議論する必要がある。他者との良
いネットワークを築く為には、優れたアイディアを持つことと、信頼性の構築が重要
であり、良い評判を得るには、言葉ではなく行動で示すことが大切だと述べている。
また、エコシステムの生成においては、アントレプレナーを中心に始めることが重要
であり、個々人がチャンスを得られるような環境づくりが不可欠であるとしている。
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また、アウトサイダーや移民、女性などの、マイノリティこそが、重要な役割を果た
すと主張している。  
 
CONNECT の H.Puntes 氏は、サンディエゴの地域において、CONNECT の「スプリン
グボードアクセラレータープログラム」を通して起業家とメンターや投資家をマッチング
させ、スタートアップ企業の商業化を手助けしている、と述べている。CONNECT は 34
年前に UCSD 内のアクセラレーターとして誕生した。当時 UCSD は保有しているシーズを
うまく商業化出来なかった為、それに特化した組織が必要とされていたことが背景にある。
現在、CONNECT は UCSD を離れ、サンディエゴ地域全体のシーズの商業化を支援してい
る。CONNECT の提供する「スプリングボードアクセラレータプログラム」は主にテック
とライフサイエンスのスタートアップ企業用のアクセラレータープログラムである。この
プログラムは 2 点に対して特化している。1 つ目は商業化における戦略であり、例えば
go-to-market の戦略、ビジネスモデル構築、また目指すべきロードマップを描く支援を行
う。2 つ目は、スタートアップ企業が投資を得られるようにピッチプレゼンテーションを
洗練させることである。これらの支援によって、このプログラムを終了する際には、スタ
ートアップ企業はビジネスを拡大させる上で何を実行すべきか、また投資を得る為のピッ
チの方法やどのように投資金を得ていくべきかを理解できるようになっている。実際に、
2005 年以降で 2 億ドル以上の投資を取得しており、300 の企業と 6000 の職を生み出してい
る。更に、プログラムに参加したスタートアップの内、実に 60%以上は今もビジネスを続
けている。また、スプリングボードには 180 のメンターがおり、スキルセット等でカテゴ
ライズされ、スタートアップ企業との最適なマッチングを推進している。このプログラム
が他のアクセラレータープログラムと比較してユニークなのは、CONNECT の出来た歴史
として地域に深く根差していることと、また年間を通してプログラムを実施している為、
スタートアップ企業はいつでも応募することが出来、彼ら自身のスケジュールで動くこと
が可能である、という点である。スタートアップ企業はそれぞれ異なるステージにおいて
アクセラレータープログラムに応募してくる為、CONNECT は各スタートアップにカスタ
マイズされたメンタリングを提供している。一方で、個別のスタートアップ毎に対応する
ことによって、アクセラレータープログラムにおいて重要な peer-effect が損なわれないよ
う、ソーシャルイベントも活発に開催し、スタートアップ間の横のネットワークも生じる
ように工夫している。資金に関しては、サンディエゴ市やパブリックセクター、プライベ
ートセクター等多方面から調達している。H.Puntes 氏は、CONNECT と同様のことを他
の地域で実現しようとした場合は、CONNECT のこれまでの歴史として地域に根差した深
いルーツと地域の各セクターとの深い関係性やネットワークは短期間で簡単に真似できる
ことではない、と述べている。一方でエコシステムにおいては、ファイナンシャルな下支
えが必要不可欠である。これには政府や大企業も大きな役割を担うであろうが、いずれに
せよ誰かしらが長期的な視点で資金の下支えの役割を担うことが出来る地域の構造が必要
である、と主張している。  
 
最後に、エコシステムの誕生要因に詳しい A 氏は、イノベーションは”audacious 
speculation”(大胆な憶測)であると述べている。パフォーマンスが高いエコシステムやアン
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トレプレナーは、知らないことをやってみる自信 (self-efficacy)を強く持っている。うまく
いっていないエコシステムにおいては、課題に直面した際にまず出来ない理由を並び立て
るが、うまくいっているエコシステムにおいては、まずどのようにテストすればうまくい
くかを考える。考えることと実行することには大きなギャップがあり、また知識よりイマ
ジネーションやアイディアの方が重要であると主張している。  
 
4 者のコメントを纏めると、エコシステムの生成と発展に対しては、まず自らのエコシ
ステムの現状を把握する必要があり、既に持っている資源を明らかにすることが必要であ
る。その上で、地域の中でオープンに他者とコラボレーションしようとする精神や進んで
時間や情報を共有すること、また相手のインセンティブを考え、信頼関係を構築していく
ことが重要である。また、アントレプレナーを中心に捉え、個々人がまずは実行してト
ライアルし、チャンスを得られるような環境づくりを行うことが不可欠である。更に
それを支える十分で長期的なファイナンス面の支援が必須である。サンディエゴにお
いてはこれらがうまく機能しており、エコシステムが発展してきたと考えられる。  
   
4. 学術的先行研究 
 
本章においては、アメリカのシリコンバレーやボストンにおけるルート 128 のエコ
システムとネットワークに関する学術的先行研究を取り上げる。本論文におけるリサ
ーチクエスチョンや仮説設定のベースとして活用したアナリー・サクセニアン、マー
ティン・ケニー、金井壽宏、三名の研究者の論文を紹介する。アナリー・サクセニア
ンとマーティン・ケニーは、シリコンバレーとルート 128 の地域の産業構造の違いの
よって、ネットワークや地域経済はどう異なったかを示している。また、金井壽宏は
企業者のネットワーキングに関して、ボストンにおける 2 種類の異なるネットワーキ
ング組織についての分析結果を提示している。 
 
4.1  アナリー・サクセニアン 
   
アナリー・サクセニアンはエコシステムに関する研究で著名な人物である。サクセ
ニアン(1990)は、シリコンバレーの半導体産業を通した地域経済は、変化の激しいグロ
ーバルマーケットにおいて、専業企業の競合かつ協調関係にあるネットワークが強固
であると述べている。この地域では、技術スキルや能力が幅広く拡散され、中小企業
は複雑なサプライヤーと外注の関係を通して外的な経済を達成し、企業単独ではなく、
地域全体が生産の場となり、結果として伝統的な垂直統合の統一された企業よりも柔
軟で分散されたシステムとなっている。シリコンバレーにおけるスタートアップの成
功は個々のアントレプレナーの働きや自由市場だけによるものではなく、シリコンバ
レーの技術的で組織的なインフラとソーシャルでプロフェッショナルな関係をベース
とした強固なネットワークによって構築されたものである。スキルやノウハウが高い
だけでなく、相互に知識や情報を共有する環境や文化が存在し、顧客やサプライヤー、
また地域内外で経験、スキル、技術のコラボレーションの関係が築かれた。またシリ
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コンバレーにおいては、個々人が企業から企業へと頻繁に転職することによって、人
材流動性が高まる為、その個々人のネットワークが企業やセクターを超えて広がり、
維持されることによって、地域の連帯感が増していく。  
 
更にサクセニアン(1995)は「現代の二都物語」において、シリコンバレーの半導体
産業における分散したネットワーク型システムとボストンのルート 128 のミニコンピ
ューター産業における独立企業型産業システムを比較している。その中で、起業家精
神は地域の社会基盤や技術基盤のネットワークによって育まれる、としているが、シ
リコンバレーにおいては、強力な技術と人的資源と資本、無数の共同作用で構成され
る経済基盤、横のネットワークが強さの秘訣だと考えている。ベンチャーキャピタル
による事業化資金や経験豊かな人材の提供、ある半導体専門スタートアップが他の半
導体企業やソフトウェア企業から製品を購入することによる極めて緊密で協力的な関
係構築、大学発の豊富な技術の種、また高度な知識を持つ幅広い層の顧客や潜在顧客
に近接しすぐにフィードバックをもらえる、等の特徴があり、地域の人間関係のネッ
トワークと自由な交流を促す文化が調整や学習のプロセスを助けている。つまりこの
地域の産業システムのダイナミズムは単一の技術や製品ではなく、地域を構成してい
る個々の要素(人、企業、コミュニティ、大学など)が高い能力を持っていることと、
それらが様々な形で結びついていることから生まれている。また、シリコンバレーの
ネットワーク型産業システムは、2 つのパラドックスの上に成り立っていたと見ている。
1 つ目として、地域の専門企業が成功出来た理由は、標準化とモジュラー化という新し
いトレンドが生じ、これによって企業は専門化を進めることが可能となり、ごく短期
間で製品を発売することが出来たことである。2 つ目は供給業者のネットワークが成長
していくにつれて、市場へのアクセスという面での大企業の有利さが縮小して、小企
業に有利になったことである。技術の焦点を明確に絞ることが大きな価値を持つよう
になったことにより、どんな企業にも生産のあらゆる分野を単独で支配する力はなく
なっていったことが挙げられる。 
 
一方のルート 128 のミニコンピューター産業における独立企業型システムは、ミニ
コンピューター企業として最も有名な企業の 1 つであった、デジタル・イクイップメ
ント社を中心に知的所有権を重視して、各社が独自の規格を作り、他社と互換性のな
い製品作りを行っていた。このシステムに広く見られる自給構造には、市場の変化が
起こらない前提であれば規模の経済と組織の安定というメリットがあるが、トレンド
が変化していく過程においては、適応が遅れてしまうデメリットを持つ。また垂直統
合を進めるということは、自社と地域の他の企業や組織との間に明確な境界線を引き、
地域内の技術力やノウハウが大企業の中に閉じ込められていたということを意味する。
企業を越えた横のコミュニケーションがないために、外部から新しい試みや学習の機
会を得ることが限定的となった。また伝統的な企業構造の中では業務が細分化される
ことによって、マネジメントの技能を取得する機会もほとんどなく、会社を起業する
のに必要な全般的な経営技能を磨くことが出来ない為、大企業からスピンオフして成
功した企業はほとんど見当たらない。内部重視の過度に家族的な文化は、退職した社
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員を村八分にする傾向を生み、この地域の起業家活動を更に抑えることにもつながっ
たと考えられている。 
 
4.2  マーティン・ケニー 
 
アナリー・サクセニアンと同様に、シリコンバレーとルート 128 のエコシステムを
比較する研究を行っていたケニー(1999)は、半導体産業を中心としたシリコンバレー
とミニコンピューター産業を中心としたルート 128 では、基礎となる産業の技術的軌
道が異なったことにより、地域の経済発展も異なる結果になった主張し、
path-dependence(経路依存)と、技術的および産業的変化の支配的な影響について述べ
ている。シリコンバレーにおいては、William Shockley が Shockley という半導体企業
を創業したのをきっかけに、技術力はあったものの経営能力が乏しかった Shockley の
元から独立した 8 人の技術者が Fairchild を創設し、更にそこから 124 社ものスピン
オフのスタートアップ企業が誕生した。インテルも Fairchild をルーツとする企業の 1
社である。これらの企業間で情報や知識の共有が頻繁になされたことにより、半導体
産業全体が栄え、優秀な経営者や技術者が育成された。更には半導体産業が栄えたこ
とに伴って、ベンチャーキャピタルのビジネスも活発化した。 
 
一方のルート 128 では、戦争によって豊富な軍事費用が投下され、高い技術力を持
った Raytheon などの軍事企業が存在していたのに加え、MIT リンカーン研究所の
Kenneth Olsen が初めてのミニコンピューター企業であるデジタル・イクイップメント
社を創設し、その他のミニコンピューター企業も追従して誕生し、産業全体が栄えて
いった。しかし、その後は多くのミニコンピューター企業は部品供給の不安定性の排
除と設計の安定の為にキーコンポーネントを内製化し、垂直統合を加速させたことに
より、変化に対する柔軟性を失い、市場トレンドがミニコンピューターからワークス
テーションやミニコンピューターにニーズが切り替わっていくのに対応出来なかった。
この 2 つの地域の比較から、ケニーはエコシステムの発展に成功する地域とそうでな
い地域では、path-dependence と技術や産業の構造変化が影響を与えていると述べてい
る。 
 
4.3  金井壽宏 
 
金井(1994)は、著書「企業者のネットワーキング」において、起業家だけでなく大企業
で働く人も含めて「企業者」と呼び、「ネットワーキング」を、連携し合いながらも個を
生かす行為である、と定義している。ネットワーキングにおいては、二つの本質的な側面
がある。1 つは「表出的」側面であり、ネットワークに入っていること自体やそこで誰か
と会えること自体が楽しく価値がある、という見方である。もう 1 つは「用具的」側面で
ある。情報収集、知識創造、資源動員などの具体的目的に照らした実利的な手段としての
側面である。「企業者のネットワーキング」を語る上では、6 つの重要な先行研究として
の理論があり、下記にて紹介する。  
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1) 新結合理論  
 
シュンペーター(1983)は、経済成長を促すのは企業者による新結合であるとした。新
結合の対象として、次の 5 項目を挙げている。1 つ目は、新しい生産物または生産物の
新しい品質の創出と実現である。2 つ目は、新しい生産方法の導入である。3 つ目は産
業の新しい組織の創出である。4 つ目は、新しい販売市場の創出である。最後の 5 つ目
は、新しい買い付け先の開拓である。これらの新結合を進めていくことがイノベーシ
ョンであり、そしてその担い手が企業家であると述べている。企業者が様々なアイデ
ィアや情報を結び付けていくことが重要不可欠であり、それを担う一つの重要な要素
がネットワーキングであると言える。  
 
2) 企業者理論  
 
自分で事業を起こすような人々の特徴はどこにあるのかを論じ、様々な個人特性や
パーソナリティ特性に焦点を当てた研究である。マクレランド(1961)は企業者を特徴づ
ける個人特性( need for achievement)に着目している。高達成動機の人は、運ではなく
努力で成果が決まる仕事で個人的責任を取るのを好み、また成功と失敗の確率が五分
五分くらいの最も不確実な仕事に喜んで取組み、そして仕事の成果や出来栄えのフィ
ードバックを望む特徴を持つ。このような達成動機の塊のような人こそが、会社を起
こすとマクレランドは主張する。一方で、企業者理論には課題もあり、本研究は企業
者活動の社会的基盤や物理的なインフラストラクチャーを軽視し、個人の性格をやや
固定的に捉えてしまう傾向がある。  
 
3) 社会的交換理論  
 
ブラウ(1964)は、社会的交換理論について、人と人の出会いの中で、用具的な物や金
や情報ばかりではなく、奨励や慰めの感情や気持ちまでが交換されることを対象とし
た研究であると述べている。社会的交換理論は、市場における経済的交換とは区別さ
れ、対人関係における交換を対象として扱っている。ただし、この理論は基本的には
二人関係に焦点を合わせたものであり、ネットワーク状に絡み合った諸関係を念頭に
置いたものではない点は注意が必要である。  
 
4) 資源動員理論  
 
資源動員理論の主唱者であるマッカーシー&ザルド(1977)は、米国の 1960 年代や 70
年代の社会運動や政治運動を対象として扱っている。本研究は、志を持ち、連帯を築
いて、その志の実現に向けて資源動員していく社会運動のリーダーの姿を対象とした
研究である。社会的交換理論と同じく、資源動員理論も運動を開始させ、持続させる
物質的な資源に着目しており、用具的側面を強く持つ。資源動員理論では、最初に人
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との連携や有機的な繋がりがあって、それを通じて様々な個人が所有している諸資源
が動員されるところから運動が形を成すと考えられている。本研究の課題は、人がど
のようにお互いに結びつき合うのかのプロセスの解明には焦点を置いていない点であ
る。  
 
5) 自助理論  
 
自助を意味するセルフ・ヘルプという言葉は、米国で強調される自立の精神を表す。
他者に頼らず自助精神で自分の道を切り開きたいと思っている人にとって、専門家へ
の一方的な依存よりも、自助ネットワークや自助グループを通じての同輩との出会い
や彼らとの互助的繋がりの方が、遥かに貴重であると考えられている。自助集団でも
仕事に纏わる情報や意見・アドバイスの交換が見られる為、用具的側面も顕著である
が、同類で憐れみあう表出的側面も重要な位置を占めている。自助ネットワークは自
助精神を損なうことなく、他の人々とうまく繋がり合える機会を与え、その機会を通
じて資源依存にも対処することができる。  
 
6) 社会的ネットワーク理論  
 
社会的ネットワーク理論は一見バラバラとも思える企業者理論、社会的交換理論、
資源動員理論、自助理論に共通の糸を通すような視点を示唆している。グラノベター
(1973)の「弱い紐帯の強み」も社会的ネットワークにおける説である。これは、新規性
の高い価値ある情報は、家族や近い友人、同僚などの社会的な繋がりが強い紐帯の人々
よりも、ちょっとした知り合いなどの社会的な繋がりが弱い人々からもたらされる可
能性が高いと主張した理論である。弱い紐帯こそがバラバラだった各集団を結び付け、
マクロの連帯ネットワークをもたらす。また、ネットワーキングに長けた人々は複数
の組織に重層的に参加する、ということは「重層的多重メンバーシップ」として知ら
れている。一方で、ネットワークを対面接触が前提であるとした場合には物理的、地
域的限界が存在する、という課題もある。  
 
 これらの理論を踏まえた金井(1994)の研究では、ボストンでの異なる 2 つのネットワー
キングの事例を取り上げている。1 つは MIT エンタープライズフォーラムの中核を成した
「月次ケース発表会」という公開討論である。月次ケース発表会の中では、毎回異なる起
業家が自社のケースや経営課題等を発表し、それに対して関連領域の専門家や同業者、潜
在顧客やベンチャーキャピタリスト、銀行家などがパネリストとして建設的なアドバイス
を述べ、200 人程の聴衆がそのやり取りを聞く、という仕組みになっている。金井は、こ
のネットワーク組織を「フォーラム型」と定義している。「フォーラム型」のネットワー
ク組織においては、参加者の繋がりは緩く遠い繋がりを持った弱連結であり、メンバーは
異なるセクターに所属するなど異質性が高く、また毎回異なるメンバーによって実施され
ることから非連続的な関係と言える。このネットワークは、新たな情報や知識、解決策が
得られる、と言った用具的側面を強く持っている。ボストンにおけるもう 1 つのネットワ
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ーキング組織の事例は、SBANE エグゼクティブ・ダイアローグ・プログラムである。こ
ちらは 150 名のメンバーを 10 名のグループに分け、年間を通して継続的に集まり、守秘義
務を持って、ビジネス問題の解決やグループセラピーを目的として議論し合う。金井は、
このネットワーク組織を「ダイアローグ型」と呼んでいる。参加者は、毎回同じメンバー
で固定されている為、繋がりは強連結且つ連続的であり、またそのメンバーは同質性が高
い。このようなネットワーク組織においては、会うこと自体に価値を見出す表出的側面が
強い。  
 
5.  調査設計・定性分析  
5.1 リサーチクエスチョン   
 
第 2 章で述べた通り、日本の現状として、世界の国や都市、企業と比較してイノベ
ーション力に対する競争力は見劣りしている状況にあることや、日本特有の採用形式
である新卒一括採用や年功序列、終身雇用制度等に影響を受けて、一社の勤続期間が
長い傾向にあり人材流動性が低く、大企業に技術や人材が未だに集中していてスター
アップのエコシステム生成も十分ではないことを課題意識としてまずは確認した。そ
の上で、第 3 章に記載した通り、サンディエゴは模範事例としてエコシステムがうま
く機能し横のネットワークによって発展してきたこと、更に第 4 章にある通り、アナ
リー・サクセニアン、マーティン・ケニー、金井壽宏のシリコンバレーやボストンの
エコシステムとネットワークに関する先行研究を踏まえ、本論文では「企業を越えた
ネットワーキングを加速させることが、エコシステムの生成や成長に重要不可欠であ
る」ということを大きなテーマとして掲げた。その上で、「東京では企業を越えたネ
ットワーキングを実行している人材はいるのか、いるとすればどのような業界や企業
に所属するどのような特徴を持った人なのか、また彼らは企業を越えたネットワーキ
ングに対してどのような便益があると知覚しているのか」ということを、リサーチク
エスチョンとして設定した。このリサーチクエスチョンに対して解を得ることが出来
れば、日本における企業を越えたネットワーキングをより一層加速させていく足掛か
りとすることが出来、将来的にはエコシステムの生成や更なる成長に繋げることが出
来ると考えた。  
 
企業を超えた
ネットワーキング
エコシステムの
生成・成長
＋
 
(出所)筆者作成  
図 5. 企業を越えたネットワーキングとエコシステムの生成・成長の関係  
 
5.2  仮説構築 
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仮説構築においては、第 4 章で紹介した学術的先行研究の中でも、アナリー・サク
セニアンの研究をベースとした。サクセニアン(1995)は、シリコンバレーの半導体産業
における分散したネットワーク型システムとボストンのルート 128 のミニコンピュー
ター産業における独立企業型産業システムを比較し、2 つの地域のネットワークの違い
に関して指摘している。シリコンバレーにおいては、技術スキルや能力が幅広く拡散
され、専業企業は複雑なサプライヤーと外注の関係を通して外的な経済を達成し、企
業単独ではなく、地域全体が生産の場となり、結果として伝統的な垂直統合の統一さ
れた企業よりも柔軟で分散されたシステムとなっている。また、シリコンバレーにお
いては、スキルやノウハウが高いだけでなく、相互に知識や情報を共有する環境や文
化があり、顧客やサプライヤー、また地域内外で経験、スキル、技術のコラボレーシ
ョンの関係が築かれた。更に個々人が企業から企業へと頻繁に転職することによって、
人材流動性が高まる為、その個々人のネットワークが企業やセクターを超えて広がり、
維持されることによって、地域の連帯感が高まった。 
一方で、ルート 128 は垂直統合を進めたことによって、自社と地域の他の企業や組
織との間に明確な境界線を引き、地域内の技術力やノウハウを大企業の中に閉じ込め
たことにより、企業を越えた横のコミュニケーションが無かった為、外部から新しい
試みや学習の機会を得ることが出来なかったと述べている。 
 
この研究内容と、上記リサーチクエスチョンを踏まえて、本論文における仮説は「東
京において、産業構造が分散型である程、企業を越えたネットワーキングが強まり、
産業構造が独立企業型である程、企業を越えたネットワーキングが弱まる」とした。
つまり、アナリー・サクセニアンの研究で見られたシリコンバレーにおける分散型の
産業構造とボストンのルート 128 における独立企業型の産業構造に起因する企業を越
えたネットワーキングの違いが、東京でも同様にあてはまる、ということを仮説とし
て明らかにしたいと考えた。 
 
分散型
企業を越えた
ネットワーキング
産業構造
独立企業型
＋
－
 
(出所)筆者作成  
図 6. 産業構造と企業を越えたネットワーキングの関係  
 
5.3  インタビュー調査  
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仮説を検証する上では、東京で様々な業界や職種で働く人のうち、インタビューの
実現可能性がある対象を基にインタビュー調査を行った。具体的な対象者は下記の 10
名であり、1 名辺り 1 時間から 1 時間半の時間をかけてヒアリングを実施した。  
 
インタビュー対象者  
・業界：電機メーカー、職種：人事 1 名  
・業界：素材メーカー、職種：マーケティング 1 名  
・業界：エンジンメーカー、職種：開発エンジニア 1 名  
・業界：コンテンツサービス、職種：経理 1 名  
・業界：ソフトウェア、職種：営業 1 名  
・業界：ウェブサービス、職種：開発エンジニア 2 名  
・業界：アプリ、職種：ビジネス開発 1 名  
・業界：キャリア、職種：ビジネス開発 1 名  
・業界：クラウド、職種：営業技術 1 名  
  
質問事項は、産業構造関する項目、ネットワーキングや人材流動性に関する下記項
目の計 13 問である。  
 
産業構造に関する質問項目  
1) 所属業界、部門、対象製品/サービス  
2) 所属する業界は分散型か独立企業型か  
3) 分散型の場合のバリューチェーン  
4) 担当する製品のモジュラリティーの度合い  
5) オープンイノベーションの度合い  
 
ネットワーキングや人材流動性に関する質問項目  
6) 転職率の高さや頻度  
7) 転職元/先の業界や企業  
8) 業界内の競合他社とのネットワークの有無、出会う場所や情報交換の内容、その便
益  
9) 業界内の異なるプレイヤーとのネットワークの有無、出会う場所や情報交換の内容、
その便益  
10) 自社以外の企業のネットワークで助けられた業務上の経験  
11) 業務でパートナーを選ぶ際に重視する点  
12) 自社以外の企業の人と出会う場所  
13) 社外の人とカジュアルな場(お茶、飲み会)で情報交換する機会の有無  
   
5.4  調査結果 
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今回仮説として設定した、「東京において、産業構造が分散型である程、企業を越
えたネットワーキングが強まり、産業構造が独立企業型である程、企業を越えたネッ
トワーキングが弱まる」に対しては、本インタビュー調査においては検証できない結
果となった。つまり、アナリー・サクセニアンの研究で見られたシリコンバレーにお
ける分散型の産業構造とボストンのルート 128 における独立企業型の産業構造に起因
する企業を越えたネットワーキングの違いが、東京でも同様にあてはまり、企業を越
えたネットワーキングの強さが産業構造と相関関係にあるという事実は示されなかっ
た。分散型の産業に所属していても、企業を越えたネットワーキングを持たない対象
者もいれば、独立企業型の産業に所属していても企業を越えたネットワーキングを持
っている対象者も存在した。例えば、素材メーカーに所属している対象者は、産業構
造自体は分散型であり、多くのサプライヤーとバリューチェーンを成してビジネスを
行っているが、あくまで顧客とサプライヤーでの関係でしかなく、その枠を越えたネ
ットワークはなく、知識や情報の共有はなされていなかった。一方で独立企業型のウ
ェブサービスを行う企業に所属する対象者は、企業を越えたネットワーキングを活発
に行っており、積極的にテクノロジーの情報交換を行っていることが分かった。つま
り、東京においては産業構造には起因せずとも、企業を越えたネットワーキングは存
在することが明らかとなり、リサーチクエスチョンとした「東京では企業を越えたネ
ットワーキングを実行している人材はいるのか、いるとすればどのような業界や企業
に所属するどのような特徴を持った人なのか、また彼らは企業を越えたネットワーキ
ングに対してどのような便益があると知覚しているのか」に対しては、一定の見解を
得られた。東京において、企業を越えたネットワーキングを実行している人材は、業
界としてはウェブやクラウド関連に携わっており、特に所属企業のみで活きる技術で
はなく、企業を超えて活用可能な汎用性が高い技術分野に関わるエンジニアにネット
ワーキング行動が強く見られた。またその技術分野は特に日々の進化や変化が激しい
技術分野が対象となっていることが分かった。一方、所属企業以外で使用出来る可能
性が少なく機密性が高い技術分野に携わるエンジニアや、人事やマーケティング、営
業など比較的企業を越えた汎用性が高い能力でありながらも一方で所属企業への最適
化が求められる業務に携わる対象者については、企業を越えたネットワーキング行動
が見られなかった。ネットワーキング行動が見られたウェブやクラウド関連のエンジ
ニアについては、金井(1994)が示した弱連結でメンバーの異質性が高く、非連続的なネ
ットワーク組織である「フォーラム型」と強連結でメンバーの同質性が高く、連続的
なネットワーク組織である「ダイアローグ型」が入り混じった形態のネットワーク組
織に属していることが分かった。彼らは SNS やコミュニティサイトで募集される勉強
会と呼ばれる社外コミュニティに属し、テーマ毎に非連続的に集まったメンバーで一
見弱連結のネットワーク組織を成して技術の勉強を実施している。所謂「フォーラム
型」の組織である。一方で、一度繋がったメンバーとは Twitter や Facebook などで交
流を続けて相互に情報交換を行っており、この点に関しては強連結で連続的な「ダイ
アローグ型」の要素を併せ持つ。このネットワーキングに対する彼らの便益は、集ま
ること自体に価値を持つ「表出的」側面は弱く、集まりを通して新しい技術トレンド
や知識を取得できるという「用具的」側面が強く見られた。勉強会においては、テー
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マに沿って自らが持つ技術知識を提供することもあれば、リスナー側の立場で参加し
情報を取得することもある。発表者もリスナーも相互に活発な意見交換を行うことで
それぞれが持つ知識が共有されていく。日々の変化や進化が著しいウェブやクラウド
に関連する技術に関しては、一社の中で保有する情報よりも、様々な会社に所属する
企業者達が横のネットワークを持つことで、より幅広く深い知識を得ることが出来る。
また、この勉強会を通して、転職に結びつくケースもある。積極的に勉強会に参加し
情報提供を行うことで、その分野の技術知識が豊富であることを示すことが出来、リ
ファラル採用での転職の機会を得ることに繋がっている。このように、個人のパーソ
ナリティとしても、エンジニアとして幅広い知識を持ち、高達成動機や向上心、キャ
リア志向が強い人程特に、ネットワーキング活動を積極的に行う傾向があることが分
かった。  
また、インタビュー全体を通して、日本においては特有の採用形式である新卒一括
採用や年功序列、終身雇用制度等に影響を受けて、一社の勤続期間が長く人材流動性
が低いことから、企業を越えた人の入れ替えが活発に行われておらず、横のネットワ
ーキングの阻害要因になっている、という声も多く聞かれた。  
 
なお、個別インタビューの詳細結果は Appendix を参照いただきたい。  
 
5.5  本研究の課題、仮説再構築 
 
 本研究の課題に関して、まず一点目は、前章でも述べた通り、仮説検証できなかった
ことにある。構成概念妥当性としては、ネットワーキングの有無に対し、測定可能な
産業構造の違いを持って関係性を示そうとしたことは妥当であったが、想定していた
「企業を越えたネットワーキングの強弱は産業構造と相関関係がある」、ということ
は証明できなかった。つまり、アナリー・サクセニアンの研究で見られたシリコンバ
レーにおける分散型の産業構造とボストンのルート 128 における独立企業型の産業構
造に起因する企業を越えたネットワーキングの違いが、東京でも同様にあてはまり、
企業を越えたネットワーキングの強さが産業構造と相関関係にあるという事実は示さ
れなかった。分散型の産業に所属していても、企業を越えたネットワーキングを持た
ない対象者もいれば、独立企業型の産業に所属していても企業を越えたネットワーキ
ングを持っている対象者も存在した。 
 
一方で、インタビュー調査で見えてきた実態として、東京において、企業を越えた
ネットワーキングを実行している人材は、業界としてはウェブやクラウド関連に携わ
っており、特に所属企業のみで活きる技術ではなく、企業を超えて活用可能な汎用性
が高い技術分野に関わるエンジニアにネットワーキング行動が強く見られた。一方、
所属企業以外で使用出来る可能性が少なく機密性が高い技術分野に携わるエンジニア
や、人事やマーケティング、営業など比較的企業を越えた汎用性が高い能力でありな
がらも一方で所属企業への最適化が求められる業務に携わる対象者については、企業
を越えたネットワーキング行動が見られなかった。この結果を踏まえて、新たに仮説
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を再構築すると、下記図の通り「企業特殊性が低い業務へ従事している程、企業を越
えたネットワーキング活動が活発になる」ことが考えられる。更にこの関係は「個人
のパーソナリティ」として向上心やキャリア志向が強い程、一層高まると想定される。
今回インタビュー調査を行った中でこの傾向が顕著に見られた IT 業界におけるウェブ
サービスやクラウドサービスのエンジニアを中心に再度調査を行うと、この仮説を検
証できる可能性が高いと考えられる。  
 
企業特殊性が
低い業務
企業を越えた
ネットワーキング
＋
個人のパーソナリティ
(向上心、キャリア志向)
 
(出所)筆者作成  
図 7. 企業特殊性が低い業務への従事と企業を越えたネットワーキングの相関関係 
 
 次に本研究における二点目の課題としては、内的妥当性に関するものである。イン
タビュー対象者は独立企業型と分散型に二分されるように選択し、極力セレクション
バイアスを下げることを試みた。ただし特定の産業に対して結果として一企業しか選
ばれず、産業全体の方向性が一企業のみに起因する内容となったことは否めない。今
後の課題として、特定の産業を限定した上で、一産業辺り複数の企業を選択する方式
を取れば、一企業のみならず産業全体の方向性を語る上でより精度の高い検証が出来
たと考えられる。 
 
三点目は、外的妥当性に関る内容である。本研究で示した仮説モデルは、人口集団
や地域、時代による影響を受けるものであり、外的妥当性があるとは言い切れない。
ただし、本研究は、そもそも先行研究でサクセニアンが示した、産業構造の違いが企
業を越えたネットワーキングが強まるか高まるかに影響を与える、とした内容が東京
でも当てはまるかどうかの外的妥当性を検証したものである。 
 
 
6. 結論 
 
本論文では、「企業を越えたネットワーキングを加速させることが、エコシステム
の生成や成長に重要不可欠である」ということを大きなテーマとして掲げながら、「東
京では企業を越えたネットワーキングを実行している人材はいるのか、いるとすれば
どのような業界や企業に所属するどのような特徴を持った人なのか、また彼らは企業
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を越えたネットワーキングに対してどのような便益があると知覚しているのか」をリ
サーチクエスチョンとして明らかにしていくことを目的とした。  
 
仮説構築においては、第 4 章で紹介した学術的先行研究の中でも、アナリー・サク
セニアンの研究をベースとした。サクセニアン(1995)は、シリコンバレーの半導体産業
における分散したネットワーク型システムとボストンのルート 128 のミニコンピュー
ター産業における独立企業型産業システムを比較し、2 つの地域のネットワークの違い
に関して指摘している。シリコンバレーにおいては、技術スキルや能力が幅広く拡散
され、専業企業は複雑なサプライヤーと外注の関係を通して外的な経済を達成し、企
業単独ではなく、地域全体が生産の場となり、結果として伝統的な垂直統合の統一さ
れた企業よりも柔軟で分散されたシステムとなっている。また、シリコンバレーにお
いては、スキルやノウハウが高いだけでなく、相互に知識や情報を共有する環境や文
化があり、顧客やサプライヤー、また地域内外で経験、スキル、技術のコラボレーシ
ョンの関係が築かれた。更に個々人が企業から企業へと頻繁に転職することによって、
人材流動性が高まる為、その個々人のネットワークが企業やセクターを超えて広がり、
維持されることによって、地域の連帯感が高まった。 
一方で、ルート 128 は垂直統合を進めたことによって、自社と地域の他の企業や組
織との間に明確な境界線を引き、地域内の技術力やノウハウを大企業の中に閉じ込め
たことにより、企業を越えた横のコミュニケーションが無かった為、外部から新しい
試みや学習の機会を得ることが出来なかったと述べている。 
 
この研究内容と、上記リサーチクエスチョンを踏まえて、仮説は「東京において、
産業構造が分散型である程、企業を越えたネットワーキングが強まり、産業構造が独
立企業型である程、企業を越えたネットワーキングが弱まる」とした。仮説を検証す
る上では、東京で様々な業界や職種で働く人のうち、インタビューの実現可能性があ
る対象者 10 名に対して 1 名辺り 1 時間から 1 時間半の時間をかけてインタビュー調査
を行った。質問事項は、産業構造関する項目、ネットワーキングや人材流動性に関す
る計 13 問である。  
 
インタビュー調査の結果、今回設定した仮説は検証できない結果となった。つまり、
アナリー・サクセニアンの研究で見られたシリコンバレーにおける分散型の産業構造
とボストンのルート 128 における独立企業型の産業構造に起因する企業を越えたネッ
トワーキングの違いが、東京でも同様にあてはまり、企業を越えたネットワーキング
の強さが産業構造と相関関係にあるという事実は示されなかった。分散型の産業に所
属していても、企業を越えたネットワーキングを持たない対象者もいれば、独立企業
型の産業に所属していても企業を越えたネットワーキングを持っている対象者も存在
した。例えば、素材メーカーに所属している対象者は、産業構造自体は分散型であり、
多くのサプライヤーとバリューチェーンを成してビジネスを行っているが、あくまで
顧客とサプライヤーでの関係でしかなく、その枠を越えたネットワークはなく、知識
や情報の共有はなされていなかった。一方で独立企業型のウェブサービスを行う企業
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に所属する対象者は、企業を越えたネットワーキングを活発に行っており、積極的に
テクノロジーの情報交換を行っていることが分かった。つまり、東京においては産業
構造には起因せずとも、企業を越えたネットワーキングは存在することが明らかとな
り、リサーチクエスチョンとした「東京では企業を越えたネットワーキングを実行し
ている人材はいるのか、いるとすればどのような業界や企業に所属するどのような特
徴を持った人なのか、また彼らは企業を越えたネットワーキングに対してどのような
便益があると知覚しているのか」に対しては、一定の見解を得られた。東京において、
企業を越えたネットワーキングを実行している人材は、業界としてはウェブやクラウ
ド関連に携わっており、特に所属企業のみで活きる技術ではなく、企業を超えて活用
可能な汎用性が高い技術分野に関わるエンジニアにネットワーキング行動が強く見ら
れた。一方、所属企業以外で使用出来る可能性が少なく機密性が高い技術分野に携わ
るエンジニアや、人事やマーケティング、営業など比較的企業を越えた汎用性が高い
能力でありながらも一方で所属企業への最適化が求められる業務に携わる対象者につ
いては、企業を越えたネットワーキング行動が見られなかった。  
 
ネットワーキング行動が見られたウェブやクラウド関連のエンジニアについては、
金井(1994)が示した弱連結でメンバーの異質性が高く、非連続的なネットワーク組織で
ある「フォーラム型」と強連結でメンバーの同質性が高く、連続的なネットワーク組
織である「ダイアローグ型」が入り混じった形態のネットワーク組織に属しているこ
とが分かった。彼らは SNS やコミュニティサイトで募集される勉強会と呼ばれる社外
コミュニティに属し、テーマ毎に非連続的に集まったメンバーで一見弱連結のネット
ワーク組織を成して技術の勉強を実施している。所謂「フォーラム型」の組織である。
一方で、一度繋がったメンバーとは Twitter や Facebook などで交流を続けて相互に情
報交換を行っており、この点に関しては強連結で連続的な「ダイアローグ型」の要素
を併せ持つ。このネットワーキングに対する彼らの便益は、集まること自体に価値を
持つ「表出的」側面は弱く、集まりを通して新しい技術トレンドや知識を取得できる
という「用具的」側面が強く見られた。勉強会においては、テーマに沿って自らが持
つ技術知識を提供することもあれば、リスナー側の立場で参加し情報を取得すること
もある。発表者もリスナーも相互に活発な意見交換を行うことでそれぞれが持つ知識
が共有されていく。日々の変化や進化が著しいウェブやクラウドに関連する技術に関
しては、一社の中で保有する情報よりも、様々な会社に所属する企業者達が横のネッ
トワークを持つことで、より幅広く深い知識を得ることが出来る。また、この勉強会
を通して、転職に結びつくケースもある。積極的に勉強会に参加し情報提供を行うこ
とで、その分野の技術知識が豊富であることを示すことが出来、リファラル採用での
転職の機会を得ることに繋がっている。このように、個人のパーソナリティとしても、
エンジニアとして幅広い知識を持ち、高達成動機や向上心、キャリア志向が強い人程
特に、ネットワーキング活動を積極的に行う傾向があることが分かった。 
 
この結果を踏まえて、新たに仮説を再構築すると、「企業特殊性が低い業務へ従事
している程、企業を越えたネットワーキング活動が活発になる」ことが考えられる。
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更にこの関係は「個人のパーソナリティ」として向上心やキャリア志向が強い程、一
層高まると想定される。今回インタビュー調査を行った中でこの傾向が顕著に見られ
た IT 業界におけるウェブサービスやクラウドサービスのエンジニアを中心に再度調査
を行うと、この仮説を検証できる可能性が高いと考えられる。  
 
また、インタビュー全体を通して、日本においては特有の採用形式である新卒一括
採用や年功序列、終身雇用制度等に影響を受けて、一社の勤続期間が長く人材流動性
が低いことから、企業を越えた人の入れ替えが活発に行われておらず、横のネットワ
ーキングの阻害要因になっている、という声も多く聞かれた。  
 
今回の結果は、日本のエコシステムにおける企業を越えたネットワーキングや横の
連携を強めていく上で、新たな視点や実務的貢献の提供が期待出来るものである。  
 
7. 提言  
  
最後に、本論文の分析結果や実務を通して感じている課題を踏まえて、実務への示
唆としての提言を述べたい。  
 
7.1 日本の都市が世界有数のエコシステムとなるには 
  
 第二章で示した日本の現状分析の通り、日本が強かった 1980 年代と比較して、現在
は世界における競争力が低下していることは明らかである。まだ大企業は一定の競争
力を維持しているものの、世界においてスタートアップ企業が活発に誕生し新陳代謝
が起こっている中で、日本からは世界で戦える新たな企業がほとんど生まれていない。
この原因の一つとして、スタートアップを生む為のエコシステムの生成が日本におい
ては不十分であると考えられる。ただし、単純にシリコンバレーなどをそっくりその
まま真似をすれば良い訳ではない。UCSD Extension Dean の Mary Walshok 氏が述べ
ている通り、まずは自分自身のエコシステムの現状を正しく理解する必要がある。強
みや弱み、また既に持っている資源を整理して、模範とすべき海外のエコシステムを
選定すべきだ。シリコンバレーやサンディエゴ等のエコシステム生成も全てが人為的
に行われた訳ではなく、元々持っていた素質をうまく活かしてオーガニックに成長し
てきた点も見逃してはいけない。その上で、エコシステムに存在する様々な異なるプ
レイヤー(スタートアップ、大企業、大学、ベンチャーキャピタル等)が、互いのセクタ
ーを超えてもっとネットワーキングを行い、横の連携を強める必要がある。昨今の劇
的に変化する市場や顧客ニーズにおいては、それぞれのプレイヤーが単独でビジネス
を切り拓いていくことは容易ではない為、相互にコラボレーションし、単独では出来
ない新たな価値を生み出し事業に繋げていくことが必要である。また横の連携を強め
て個々人が企業を越えた他者と繋がるには、人材流動性を高めることも重要である。
日本は未だに新卒一括採用で終身雇用や年功序列の文化があり、大企業で長く勤める
程年金も貰いやすい仕組みになっている。過去よりは人材流動が活発化しているとは
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言え、世界と比較するとまだまだ低く、空いているポジションにリスクを持って飛び
込むよりも、現状の企業で業務を維持する方がメリットがあるという考えを持つ人も
多く、今回のインタビュー調査を通しても、日本の雇用の現状が人材流動性や個々人
の横のネットワークへの阻害要因となっているとの声が多く聞かれた。人材流動性が
高まることで、個人がある企業で得た知識や人脈を持って他の企業に移動し、知識や
ネットワークが地域内で展開されていくことが期待される。 
 
7.2  大企業はどうあるべきか 
 
 アメリカや中国などと比較すると、日本においてはグローバルで戦えるスタートア
ップ企業の成長が不十分であり、WiL 共同創業者兼 CEO の伊佐山元氏は、日本は大企業
志向が未だに強く、大企業に優秀な人材や技術が集中し十分に活用されないまま眠っ
ているケースが多い為、外部と企業を越えた連携を行い、イノベーションを掘り起こ
していくべきだと述べている。 
 
 また、私自身も老舗の大企業に新卒入社以来勤務しているが、WBS に入学する前は、
社外のネットワークが学生時代の友人程度で、企業を越えたネットワーキングはほと
んど行っていなかった。顧客とサプライヤーの関係を超えて外部企業と対等に連携し、
共に新しい事業を生む業務に携わる者はほとんどおらず、大半の人が社内の人との関
わりのみで業務を進めている実態がある。しかし WBS に通う中で自分自身の視野が如
何に狭く、所属企業に最適化された思考になってしまっていたかを思い知らされた。
他企業の学生や教授、授業に登壇される大企業経営者や起業家等のゲストなど社外の
人と企業を越えたネットワークを持つことで、世の中の動きや社外の企業の人がどの
ような思考でどのような業務を進めているのかの情報を得ることが出来、自らの実務
に外の視点を反映させることが出来る。このような自らの体験も踏まえ、大企業はも
っと社員を社外に開放して新たな知の探索を行わせるべきだと考える。過去のルート
128 のミニコンピューター企業のように、1 社の中に優秀な人材や技術を抱え込むので
はなく、スピンアウトや副業を斡旋し、一度転職してからの出戻りを受け入れる体制
をもっと整えるべきである。地域のエコシステムに積極的に社員を解き放って人材流
動を活性化させることで、外部で新たな知識や視点を得た社員が改めて社内に戻りこ
れまでと異なる切り口で業務を推進出来たり、能力のある他企業の社員を取り込むこ
とが出来たりするなど、人が動くことで、凝り固まった社内の考え方に新しい風を吹
かせることが出来るだろう。 
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ワークも物事を捉える視野も広げていただくことが出来ました。また在籍中の留学や妊
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ネットワーキングの実態を知ることが出来たことにより、本論文のテーマを突き詰めて
考えることが出来ました。 
 最後に、WBS への通学を理解し、家事も全面的にサポートしてくれた夫には感謝の気
持ちでいっぱいです。WBS 在籍中の交換留学も快く送り出してくれましたし、妊娠が分
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まい、年末に救急車で運ばれて、修士論文の提出直前に入院することになってからも、
年末年始の休み期間中ずっと一緒に病院に泊まり込み、私の早産で不安になる気持ちと
点滴や安静指示で中々動けない体を抱えながらの論文執筆の仕上げを大いにバックア
ップしてくれました。 
 WBS 卒業を終わりとせず、新たな始まりとして捉え、より一層成長していけるよう、
今後も尽力していきたいと思います。ありがとうございました。 
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表 5. 業界構造とネットワークに関するインタビュー調査詳細結果（1 of 2）  
大項目  質問事項  電機メーカー  
(人事 ) 
素材メーカー  
(マーケティング ) 
航空機メーカー  
(開発 ) 
コンテンツサービス  
(経理 ) 
ソフトウェアメーカー  
(営業 ) 
業界構造  1) 所属業界  スマートフォン  フィルム  航空宇宙  コンテンツ  ソフトウェア  
2) 所属する業界は分散
型か独立企業型か  
分散型  分散型  垂直統合  分散型  分散型  
3) 分散型の場合のバリ
ューチェーン  
CPU、OS、組立、キャリ
ア  
素材、フィルム、偏光板、
パネル、TV、量販店  
- コンテンツ、配信、広告  ソフトウェア、システム
インテグレーター、卸 (運
用、保守 ) 
4) 所属業界のモジュラ
リティーの度合い  
高い  低い  低い  高い  高い  
5) オープンイノベーシ
ョンの度合い  
あまり無い  あまり無い  無い (GE のみ ) あまり無い  あまり無い  
ネットワー
ク  
6) 転職率の高さや頻度  年間離職率 10% 中途採用者率 3 割も、出
ていく人はほとんどい
ない  
非常に低い  マネージャー以上はあ
まり転職しないが実務
は高比率 (特に上場時は
新入社員が 1 年で半分離
職、それ以外も毎週 2 人
入って 1 人辞める )。  
現在は長い人と 3-4 年で
移る人で 2 極化してい
る。  
10－20%の離職率。定期
的に首切り有り。  
7) 転職元 /先の業界や企
業  
文系は業界を問わない。
理系は同業他社が多い。 
同業他社が多い。  転職者が少ない。  営業、管理部門は業界経
験を問わず採用。コンテ
ンツ編集はネットメデ
同業他社が多い。  
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大項目  質問事項  電機メーカー  
(人事 ) 
素材メーカー  
(マーケティング ) 
航空機メーカー  
(開発 ) 
コンテンツサービス  
(経理 ) 
ソフトウェアメーカー  
(営業 ) 
ィアや雑誌メディアの
間で流動。  
8) 業界内の競合他社と
のネットワークの有無、
出会う場所や情報交換
の内容、その便益  
無し。  無し。業界団体で会う程
度。  
無し。業界団体で会う程
度。  
上層部のみで実務は無
し。  
個人的なネットワーク
を除いては基本的に無
し。  
9) 業界内の異なるプレ
イヤーとのネットワー
クの有無、出会う場所や
情報交換の内容、その便
益  
サプライヤーと顧客以
上の関係はない。  
サプライヤーと顧客以
上の関係はない。  
サプライヤーと顧客以
上の関係はない。  
サプライヤーと顧客以
上の関係はない。  
サプライヤーと顧客以
上の関係はない。  
10) 自社以外の企業のネ
ットワークで助けられ
た業務上の経験  
無し。  無し。  無し。  無し。  無し。  
11) 業務でパートナーを
選ぶ際に重視する点  
実績、評判など。個人の
ネットワークで選ぶこ
とはない。  
パートナーはいない。  実績、評判など。個人の
ネットワークで選ぶこ
とはない。  
実績、評判など。個人の
ネットワークで選ぶこ
とはない。  
実績、評判など。個人の
ネットワークで選ぶこ
とはない。  
12) 自社以外の企業の人
と出会う場所  
5G 学会程度だが個々人
の繋がりは無し。  
コーポレート人事に移
ってからは、電機連合の
人事部の集いで情報交
換は比較的頻繁に実施。 
業界団体など。ただし個
人の繋がりは無し。  
業界団体など。ただし個
人の繋がりは無し。  
上層部がイベントや業
界団体で会う程度で実
務は無し。  
業界団体など。ただし個
人の繋がりは無し。  
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大項目  質問事項  電機メーカー  
(人事 ) 
素材メーカー  
(マーケティング ) 
航空機メーカー  
(開発 ) 
コンテンツサービス  
(経理 ) 
ソフトウェアメーカー  
(営業 ) 
13) 社外の人とカジュア
ルな場 (お茶、飲み会 )で
情報交換する機会の有
無  
無し。  無し。  無し。  上層部がある程度で実
務は無し。  
なし。日本では業務上で
仲良くなっても顧客と
の上下関係に引っ張ら
れるので、気楽な関係に
なりづらい。立ち位置が
受託側と依頼側で固定
されて逆転しない。個よ
り組織が強い。  
(出所)筆者作成  
 
表 5. 業界構造とネットワークに関するインタビュー調査詳細結果（2 of 2）  
大項目  質問事項  ウェブサービス  
(開発 ) 
ウェブサービス  
(開発 ) 
アプリサービス  
(ビジネス開発 ) 
キャリア  
(ビジネス開発 ) 
クラウドサービス  
(エバンジェリスト ) 
業界構造  1) 所属業界  ウェブ  ウェブ  アプリ  キャリア  クラウド  
2) 所属する業界は分散
型か独立企業型か  
垂直統合  垂直統合  分散型  独立企業型  分散型  
3) 分散型の場合のバリ
ューチェーン  
- - IP、PBX、アプリ  - Sier、 MSP、メールサー
ビス、クラウド  
4) 所属業界のモジュラ
リティーの度合い  
低い  低い  低い  低い  高い  
5) オープンイノベーシ
ョンの度合い  
あまり無い  あまり無い  あまり無い  増加傾向  高い  
ネットワー 6) 転職率の高さや頻度  勤続年数平均 4 年。出戻 高い。  経営層は高いが実務は 業界的に低いが、インタ 転職は非常に多く
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大項目  質問事項  ウェブサービス  
(開発 ) 
ウェブサービス  
(開発 ) 
アプリサービス  
(ビジネス開発 ) 
キャリア  
(ビジネス開発 ) 
クラウドサービス  
(エバンジェリスト ) 
ク  り率、中途率が高い。  少ない。  ーネットに寄ったビジ
ネス展開の為、競合と比
較すると中途採用が多
い。  
5-10%。  
7) 転職元 /先の業界や企
業  
会社毎にプログラミン
グ言語の主流が異なり、
どれを強めたいかで転
職先も変わる。  
会社への繋がりが希薄
になっていて、コミュニ
ティへの帰属意識の方
が強く、会社とコミュニ
ティで主従関係が逆に
なっている。会社よりも
この人と働きたい、とい
うモチベーションで転
職することが多い。  
同業他社が多い。  転職者が少ない。  同業他社が多い。  
8) 業界内の競合他社と
のネットワークの有無、
出会う場所や情報交換
の内容、その便益  
非常にある。プログラミ
ング言語は特許を取得
しない技術である為、競
合であるかは重要では
ない。出会う場所は勉強
会で技術情報を交換し
合う。最新技術や採用 /
転職の機会を得られる
ことが便益。  
非常にある。競合かどう
かは関係なくコミュニ
ティで人と人が繋がっ
ている。出会う場所は勉
強会で技術情報を交換
し合う。最新技術や採用
/転職の機会を得られる
ことが便益。  
個人的なネットワーク
を除いては基本的に無
し。  
個人的なネットワーク
を除いては基本的に無
し。  
有り。比較的オープンな
業界。  
9) 業界内の異なるプレ
イヤーとのネットワー
非常にある。出会う場所
はカンファレンスや勉
非常にある。出会う場所
はカンファレンスや勉
ある。コミュニティが構
成されている、というよ
個人としてはあるが、社
員のほとんどはない。イ
有り。自社でサーバーを
用意したからといって
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大項目  質問事項  ウェブサービス  
(開発 ) 
ウェブサービス  
(開発 ) 
アプリサービス  
(ビジネス開発 ) 
キャリア  
(ビジネス開発 ) 
クラウドサービス  
(エバンジェリスト ) 
クの有無、出会う場所や
情報交換の内容、その便
益  
強会。Web エンジニアは
外部のコミュニティへ
の帰属意識が強く、プロ
グラミング言語毎にコ
ミュニティがあり、技術
情報を交換し合う。最新
技術や採用 /転職の機会
を得られることが便益。
一般的にコミュニティ
で活躍する人程優秀な
エンジニアというイメ
ージがある。これはウェ
ブや UX などのデザイン
のエンジニアが中心で、
基幹系のエンジニアは
あまり外に出て行って
いない。スーパーエンジ
ニアは持っている技術
の一部しか会社で使っ
ていない。  
強会で技術情報を交換
し合う。最新技術や採用
/転職の機会を得られる
ことが便益。コミュニテ
ィがあって、その次が仕
事。ただし Sier や受託サ
ービス業、大企業の人は
ほぼコミュニティに参
加していない。  
りは個人的の有機的な
ネットワーク。パートナ
ー化されているソフト
ウェアの場合は、草の根
でエンジニアが勉強す
る、というよりは組織化
/構造化していてお金を
払ってパートナー企業
が学ぶケースが多い。  
ンターネット技術と異
なり、モバイル技術は理
解している人が少ない。
(キャリア系技術者のみ )
情報も本やインターネ
ットで公開されておら
ず仕様書を見るしかな
い。わざわざ外に出て学
びに行くことが無い。(必
要もない ) 
それだけではサービス
は完成しない。その中身
のソフトウェアや運営
する人など、ユーザーに
届くまでの工程が全て
わかって、サービスを提
供するのがベストなの
で、隣の人の知識を知り
互いの利害を理解して
おく必要がある。  
10) 自社以外の企業のネ
ットワークで助けられ
た業務上の経験  
間接的にだが、ある。特
に開発時代。社内で外部
に精通したエンジニア
がいて、その人を介して
非常にある。コミュニテ
ィを通して新しい技術
の知識を得ているし、一
緒に働くメンバーもそ
ある。転職はネットワー
クの繋がりを活かすケ
ースが多い。  
ある。外で得た知識を業
務に活かすことはある
し、他人同士をつないだ
こともある。ただし業界
ある。  
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大項目  質問事項  ウェブサービス  
(開発 ) 
ウェブサービス  
(開発 ) 
アプリサービス  
(ビジネス開発 ) 
キャリア  
(ビジネス開発 ) 
クラウドサービス  
(エバンジェリスト ) 
外の情報を取って業務
に活かした。ただし、プ
ロマネとしては、プロセ
スやチーム運営や作り
方などはコミュニティ
で聞く人もいるが概念
的になる。  
こで出会うことがある。 では稀。  
11) 業務でパートナーを
選ぶ際に重視する点  
評判、技術力  技術力、評判  評判、実績、技術力  評判、実績、技術力  評判、技術力  
12) 自社以外の企業の人
と出会う場所  
勉強会のコミュニティ  
(Connpass 等のアプリを
活用 ) 
様々なコミュニティの
カンファレンスや勉強
会。ソフトウェアの開発
の進め方を考える。会社
の関係を越えて仲良く
なる。自分達でコミュニ
ティを立上げ、自分自身
が発表することもある。
コミュニティ立上時は
会社とは関係ないので、
やりたい人が立ち上が
る。立上のモチベーショ
ンは現在の業務向上も
あるが、どちらかという
と個人の興味が中心で
パートナーカンファレ
ンスや元同僚、知人の繋
がりなど。  
業務を通じて会う  勉強会等のコミュニテ
ィがある。ソフトウェア
やサービス、ハードウェ
ア等垣根がなく多様な
人が集まる。Connpass、
ドアキーパー、テック＋
に興味を登録しておく
とアラートが来る。SNS
が発達しているので
twitter や FB で興味が近
い人をフォローして、ど
こに行くかを見ている。 
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大項目  質問事項  ウェブサービス  
(開発 ) 
ウェブサービス  
(開発 ) 
アプリサービス  
(ビジネス開発 ) 
キャリア  
(ビジネス開発 ) 
クラウドサービス  
(エバンジェリスト ) 
勉強好きな人が集まる。
現在の業務から変更し
て AI や機会学習のキャ
リアに繋げたい人が多
い。一部趣味の人もあ
り。昔は大企業が作って
いる技術やツールを使
うことが多かったが、今
は主流はコミュニティ
ベースが世界中で起こ
っている。会社がわざと
コミュニティを作って
就職を斡旋することも
あるが、会社じゃないと
ころで繋がっている人
も多い。  
13) 社外の人とカジュア
ルな場 (お茶、飲み会 )で
情報交換する機会の有
無  
非常にある。勉強会の後
に懇親会に行くことが
多い。その他にも SNS
やブログなどでも継続
的に情報交換実施。  
非常にある。勉強会の後
に懇親会に行くことが
多い。その他にも SNS
やブログなどでも継続
的に情報交換実施。  
ある。個人的なネットワ
ークで飲み会などをす
る。  
個人としては頻繁にキ
ャリア飲み会などをや
っている。オープンなパ
ーソナリティの為。ただ
し、キャリアに勤める人
のほとんどはない。  
非常にある。勉強会の後
に懇親会に行くことが
多い。その他にも SNS
やブログなどでも継続
的に情報交換実施。  
 
(出所)筆者作成
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